
支援対象施設名称 ○○フリースクール

単位：円

対象経費区分 必要性・実施目的・実施用途・設置場所等
実施予定

時期
品名 メーカー・仕様・型番等

数量

(A)

単価(税抜)

(B)

所要金額(税抜)

(C)=(A)×(B)

防犯対策費
施設入り口と通用口の2か所に防犯カメラを設置し、施

設内のモニターで来訪者の確認ができるようにする。

令和7年12

月
防犯カメラ ○○社　天井設置型 2 54,546 109,092

防犯対策費
施設入り口と通用口の2か所に防犯カメラを設置し、施

設内のモニターで来訪者の確認ができるようにする。

令和7年12

月

防犯カメラ接続用モ

ニター
○○　○インチ 1 86,364 86,364

防犯対策費
施設入り口と通用口の2か所に防犯カメラを設置し、施

設内のモニターで来訪者の確認ができるようにする。

令和7年12

月

防犯カメラ設置工事

費

カメラ及びモニター設置・接続

一式
1 136,363 136,363

事故対策費
子供がぶつかってケガをしないよう、机の角にクッショ

ン材を取り付ける。

令和8年1

月
保護クッション

○○コーナーガード　机の角4

か所×2台
8 2,728 21,824

0

0

0

※行を追加する場合は、先頭行と最終行の中間に挿入してください。

353,643

東京都フリースクール等支援事業補助金_安全体制整備費（※新規申請の支援対象施設のみ）

所要金額合計　(D)

※児童生徒が日常使用しないエリアの防犯対策等は対象外です。施設に設置するものは、設置場所が分かる図面を一緒に添付してください。

※設置に伴う設置工事費、搬入搬出費等も対象となりますので、必要な場合は忘れずに記入してください。

※単価、所要金額は「税抜価格」で記載してください。税込価格から割り戻す場合は、「税込価格÷1.1、小数点以下切上げ」で計算してください。

※ホームページ作成費は、ホームページ未開設施設のみが対象です。

オレンジ色のセルの数字を、交付申請フォーム「安

全体制整備費」欄に入力してください。

法人名ではなく、フリースクール等施設名を

記入してください。

設備の設置に伴って生じる設置工事費等は補助対象

になります。（ただし設備一式税込50万円以上の設

備を除く）



支援対象施設名称 ○○フリースクール

単位：円

対象経費区分 必要性・実施目的・実施用途・設置場所等
実施予定

時期
品名 メーカー・仕様・型番等

数量

(A)

単価(税抜)

(B)

所要金額(税抜)

(C)=(A)×(B)

防犯対策費
児童生徒が通所している時間、不審者・防犯対策として、学習

施設向けセキュリティシステムを運用する。

令和7年11

月～令和8

年2月

○○社施設セキュリ

ティシステム

○○学習施設向けセキュリティ通報

システム　4か月
4 18,182 72,728

事故対策費 児童生徒の事故やケガに対する備えとして保険に加入する。
令和7年10

月
賠償責任保険料

施設賠償責任保険○○年額コースう

ち令和7年11月1日～令和8年3月31

日まで（151日/365日）

1 6,205 6,205

防災対策費
災害時に児童生徒の安全を確保するため、防災備蓄品を整備す

る。

令和7年10

月
○○防災備蓄セット 携帯トイレ○日分・防災毛布 13 13,637 177,281

防災対策費
災害時に児童生徒の安全を確保するため、防災備蓄品を整備す

る。

令和7年10

月
○○防災備蓄セット 長期保存水2リットル6本入り 3 2,778 8,334

0

0

0

※行を追加する場合は、先頭行と最終行の中間に挿入してください。

264,548所要金額合計　(D)

東京都フリースクール等支援事業補助金_安全体制管理費

※児童生徒が日常使用しないエリアの防犯対策等は対象外です。施設に設置するものは、設置場所が分かる図面を一緒に添付してください。

※児童生徒数分の数量を計上する場合は、「サポートプラン作成等対象児童生徒数」の児童生徒数を超えないでください。実際に購入する数量は問いませんが、補助対象とできる範囲はサ

ポートプラン作成等対象児童生徒数までです。

※単価、所要金額は「税抜価格」で記載してください。一部軽減税率（8%）の対象となるもの（飲食料品：防災備蓄用の水・食料品など）もありますので、ご確認ください。

税込価格から割り戻す場合は、「税込価格÷1.1（軽減税率の場合は1.08）、小数点以下切上げ」で計算してください。

※ホームページ維持管理費は、安全体制整備費のホームページ作成費で作成されたものに限ります。

オレンジ色のセルの数字を、交付申請フォーム

「安全体制管理費」欄に入力してください。

年払いの場合は、補助対象期間内の日数按分で支払額を割り戻した金額を申請し

てください。

例）保険期間：令和7年11月1日～令和8年10月31日（365日間）

補助対象期間内の保険期間：令和7年11月1日～令和8年3月31日（151日間）

保険料年額：15,000円（令和7年10月に支払）

15,000×151/365＝6,205.479…(小数点以下切捨て)→6,205円

月払いの場合は、履行と支払の

両方が補助対象期間内でないと

対象になりません。3月履行分の

支払が4月以降になる月等は対象

になりませんのでご注意くださ

い。

法人名ではなく、フリースクール等施設名を

記入してください。



○○フリースクール

単位：円

対象経費区分 体験活動名 活動の目的・ねらい 活動の内容
実施予定

時期
支出内容・利用予定施設等

数量

(A)

単価

(税抜)(B)

所要金額(税抜)

(C)=(A)×(B)

施設利用料 ○○山登山遠足
自然の中で体を動かしな

がら環境を学ぶ。

○○山に登り、山小屋を利用して植物スケッチや木

の実拾いをする。
令和7年11月 ○○山○○山小屋利用料（平日、作業スペース） 13 910 11,830

傷害保険料等 ○○山登山遠足
自然の中で体を動かしな

がら環境を学ぶ。

○○山に登り、山小屋を利用して植物スケッチや木

の実拾いをする。
令和7年11月 ○○イベント傷害保険　団体30人までプラン 1 10,000 10,000

施設利用料 体育館で体を動かそう！

広い場所で定期的に運動

し、運動能力や体幹を鍛

える。

月に1回、体育館を利用して、ボール遊びや体を動

かすゲーム、ダンスなどを行う。

令和7年10月～

令和8年2月
○○体育館利用料（平日、半面）11か月分 5 728 3,640

0

0

0

0

※行を追加する場合は、先頭行と最終行の中間に挿入してください。

25,470

東京都フリースクール等支援事業補助金_子供の体験活動費

所要金額合計　(D)

支援対象施設名称

※児童生徒数分の数量を計上する場合は、「サポートプラン作成等対象児童生徒数」の児童生徒数を超えないでください。実際に参加する児童生徒数は、サポートプラン作成等対象の有無を問いません（ただし

フリースクール事業に通所している児童生徒に限ります）が、補助対象とできる範囲はサポートプラン作成等対象児童生徒数までです。

※単価、所要金額は「税抜価格」で記載してください。

※補助対象経費である施設利用料、交通費、傷害保険料等について、参加者から当該経費に充当する参加費を徴収した場合は、参加者負担分を除いた事業者負担分が補助対象経費となります。

例）2,000円の入場料に対し、参加者の自己負担（参加費）1,000円と都の補助金1,000円で事業者負担0円とはできません。この場合、以下のいずれかの対応としてください。

①参加費を徴収せず、2,000円を事業者負担として、その補助対象経費の1/2（1,000円）に補助金を充当する。

②参加費1,000円を控除額として計上し、残り1,000円を事業者負担として、その補助対象経費の1/2（500円）に補助金を充当する。

③参加費2,000円を徴収し、補助金を充当しない。

◎昼食代など、補助対象経費とならない費用を参加費として徴収する場合は、上記①～③の対応は不要です。

オレンジ色のセルの数字を、交付申請フォーム「子

法人名ではなく、フリースクール等施設名を

記入してください。

控除対象となる参加費の徴収を予定している場合は、「支

出内容・利用予定施設等」欄に記入してください。

控除額は交付申請フォーム「子供の体験活動費」欄に入力

してください。



支援対象施設名称 ○○フリースクール

単位：円

交付団体の名称 補助金等の名称

交付された補助金等の額

※交付団体ごとの総額を

記入してください。

控除の対象となる経費 対象経費ごとの控除額 備考

公益財団法人○○財団 令和7年度○○活動支援事業 3,000,000 常勤職員の人件費 300,000

公益財団法人○○財団 令和7年度○○活動支援事業 同上 非常勤職員の人件費 100,000

NPO法人○○ ○○防災支援事業 200,000 安全体制管理費 200,000

※行を追加する場合は、先頭行と最終行の中間に挿入してください。

控除金額合計　(D) 600,000

東京都フリースクール等支援事業補助金_控除額内訳書

※交付申請した補助対象経費に対して、国や他自治体、団体等から補助金や寄付金の交付を受ける場合に記入してください。

※国や他自治体、団体等から補助金等は、他の補助事業と重複不可となっている場合がありますのでご注意ください。

※本「控除額内訳書」に記入がある場合は、当該補助金等の要項や交付決定通知書等を一緒に添付してください。

オレンジ色のセルの数字を、交付申請フォームの各対象経費

「控除額」欄に入力してください。法人名ではなく、フリースクール等施設名を

記入してください。


